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温暖化対策に関する目標

2008 2012 2030 2050

京都議定書約束期間

「G８洞爺湖サミット議長総括」
・全世界の温室効果ガス排出量
を現状比50％削減
「福田ビジョン」
・日本は、現状比60～80％削減

温
室
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果
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ス
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出
量

「新・国家エネルギー戦略」
・エネルギー消費効率を少な
くとも30％改善
・運輸エネルギーの石油依
存度を80％程度に

「福田ビジョン」
・日本の温室効果ガス排出
量を現状比14%削減可能
という見通し
・新車販売のうち２台に１台
を次世代自動車（ハイブ
リッド、プラグインハイブ
リッド、電気、燃料電池、ク
リーンディーゼル、ＣＮＧ
等）に。

20201990

「目標達成計画」
・1990年比６％削減
・クリーンエネルギー自動
車（電気、ハイブリッド、
水素・燃料電池、天然ガ
ス、ディーゼル代替ＬＰ
Ｇ）の目標台数（上位）
233万台

2010年度燃費基準 2015年度燃費基準
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低公害車販売予定一覧表（各社の発表資料より作成）

特に、乗用車を中心として、ここ数年の間に、新しいタイプの低公害車の市場投入が活発化。

2007年以前（平成19年以前） 2008年（平成20年） 2009年（平成21年） 2010年（平成22年） 2011年（平成23年） 2012年（平成24年）

クリーンディーゼル車
(Clean Diesel)

★（９月）日産：Xトレイル販売

★（08年中）ベンツ：クリーン
ディーゼル車販売（北米では
09モデルとして秋に発売）

★（09年中）ホンダ：アコード
販売（北米に続いて）

★（09年中）三菱：クリーン
ディーゼル量産予定

★（未定）トヨタ：クリーン
ディーゼル大型ピックアップ、
SUV（米国市場）

★(初頭）マツダ：クリーン
ディーゼル車市場導入

★（前半）スバル：水平対向
ディーゼル車導入

★（11年）マツダ：新型ディー
ゼルエンジンをグローバル展
開

★(12年までに）トヨタ：新エン
ジンをいすゞと共同開発

電気自動車
(EV)

☆（06年６月）スバル：R１e電
気自動車（リチウムイオン）
改造自動車（40台）

★（09年中）三菱：電気軽自
動車iMiEV

★（09年中）スバル：R1e（軽
自動車）・・・年間100台程度
販売

★(初頭）日産：電気自動車投
入

★（10年半ば）スバル：
R1e・・・150万円以下で販売

ハイブリッド車
(HEV)

☆（６月）マツダ：水素ロータリ
ハイブリッド（プレマシーハイド
ロジョンREハイブリッド）大臣
認定

★（初頭）ホンダ：ハイブリッド
専用車販売予定（日本、北
米、欧州）・・・全世界で年間２
０万台の販売を見込む。

★（09年中）トヨタ：タイでカム
リを生産予定

★（10年代初頭）トヨタ：全車
種ハイブリッド展開、年間販売
１００万台目標（全世界）

★（未定）ホンダ：スポーツハ
イブリッド車販売予定

★（未定）ホンダ：フィットハイ
ブリッド販売予定

★（初頭）マツダ：ハイドロRE
ハイブリッド市場導入

★（10年度）日産：独自のハイ
ブリッド車投入

★(10年初め）トヨタ：豪州でカ
ムリハイブリッド生産

プラグイン・ハイブリッド車
(PHEV)

★(10年までに）トヨタ：プラグ
イン・ハイブリッド車販売

バイオエタノール燃料対
応車
(Bio Ethanol)

☆（07年）E10技術指針策定 ☆（２月）日産：E10大臣認定

☆（３月）トヨタ：E10大臣認定

★(09年）マツダ：Ｅ85フレック
スフューエルエンジンを北欧
及び北米市場に導入

燃料電池車
(FCV)

☆(05年）トヨタ、ホンダ型式認
証

★（11月）ホンダ：燃料電池車
リース販売（北米７月）

☆（６月）スズキ：SX4-FCV大
臣認定

★（初頭）日産：燃料電池車
投入

CNG車
★(08年中）トヨタ：カローラを
タイで生産

その他
★（年度中）マツダ：スマート
アイドリングストップ導入

構造別

時　期
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今後の自動車の低炭素化

現状認識と国交省の取組

中長期的な温室効果ガス削減の全体目標もコンセンサスができつつある（国民的、世界的）。

短期的な対策 ＋ 中長期的な視点に立った自動車の低炭素化

2015年燃費基準の早期達成をメーカーに求める。

石油系燃料への依存を大幅に減らす新技術採用車の市場投入促

進を図る。

• 乗用車については、メーカーの取組が加速。国交省としては、
新技術に対応した性能評価方法等の基準整備を進め、円滑な

市場投入を支援する。税制等のインセンティブ措置による後押

しを検討する。

• 大型トラック、バスについては、メーカーの取組に加え、国交省
は、次世代低公害車開発・実用化促進事業（7車種）を推進中。
産学官の協力を図ることはもとより、運送事業者、地方自治体

等とも連携を図り、実用性向上と、導入の先行的事例の積み上

げを図る。

原油価格の高騰：
新技術採用車普及
の追い風・好機
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今後の自動車の低炭素化

その他、検討していきたい課題（主なもの）

従来燃料車について、更なる削減しろ（余地） （例： タイヤ転がり抵抗低減）。

新車販売の落ち込みと保有車両の高齢化 → より低炭素な車両への代替が鈍化

メーカーの開発が進んでいない車種を中心に、中長期的な自動車の低炭素化の目標・ビジョ

ンを関係者が共有する必要。

（例えば、電気マイクロバスがコミュニティバスとして普及したり、高齢者にも扱いやすい低

炭素型超小型モビリティが原動機付自転車の代わりにパーソナルユースや宅配に活躍

したりすることが思い描かれる。）


